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（4）積立比率  

平成18年度の積立比率は、厚生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済、   

国民年金（時価ベース）のいずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表   

3－3－10、3－3－11）。国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを下回っ   

ているが、地共済は上回っている。厚生年金は平成15～17年度のいずれも実績（実   

績推計）が将来見通しを下回っているが、平成18年度は上回っている。国共済＋地   

共済は、平成17年度以降いずれも実績が将来見通しを上回っているが、私学共済は   

平成17年度は下回り、平成18年度は上回っている。国民年金は平成15年度以降い   

ずれも上回っている。  

各制度とも平成18年度の積立比率の実績（実績推計）が将来見通しを上回ったの   

は、厚生年金及び私学共済は、分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見   

通しを上回った割合よりも、分子の前年度末積立金が将来見通しを上回った割合の方   

が大きかったため、国共済＋地共済及び国民年金は、分子の前年度末積立金が将来見   

通しを上回り、さらに分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを下   

回ったことによる（図表3－3－12）。  

図表3－3－10 積立比率  

厚生年金  ［司共済＋地共済  同共済  地共済  私学共済  閏1已咋命  

年度  
実績  実絹推 計  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  尖禎  再計算  一美績  実準推 計  再計算   

、1ろ成  

15  10，2  7，0  1】．4  10．7  4．8  

［5．2］「6．61  6，8    ［10，0］  ［7．1］  ［11．2］  「10．8」  ［4．6］［5．5］   5．3  

16  9．9  7，2  10．9  10．5  4．7  

［5．2］［6．4］  6．5    ［10．0］  L7．3】  ［10．9］  ［10，6］  ［4．6］［5．6］   4．9  

17  9．7  9．6（9．6）   7．4  7．5（7．5）   10．5 10．2（10．3）   10∴i10∴う（10∴う）   4．3  

［5．2］［6．2］ 6．2（6．2）    ［9．91  〔7．5］  ［10，7］  ［】0，6］  ［4．3］［5，2］ 1，6（4．6）  

18  9，7  9∴弓（9，3）   7，1 7．1（7．2）   10．6 10．0（10．0）   10．3 10．1（10．1）   3．8  

［5，2］［6．2］ 5．8（5．9）    ［10．3］  ［7．4］  ［11．2］  ［10．8］  ［4．0］［5．0］ 4，1（4．2）  

】9   5．6（5．6）  9．0（9．1）  6．9（7．0）  9，7（9，8）  9．9（10．0）  3．8（3．9）   

20   5．3（5．4）  8．7（8．8）  6．6（6．7）  9，4（9，5）  9．7 （9．8）  3．6（3．8）   

21   5．3（5．3）  8．7（8，7）  6．5（6．5）  9．4（9．4）  10，2（10．2）  1，2（4．3）   

往1［］ト勺は、時価ベースである。  
注2 厚牛年金、何代年金の実績推計に／）いては、用．治解説「惇牛隼企の実績推計」の墳を参照のことL，  
注：1再計算の、Ii成】7年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠沈金に係るItl庫・公経済封サについて、、1（ノ茂16隼改LI一後の引1二げ分を反映した加l値で  

あり、年金数理部会にて推計したり  

住4 「l軋杜済十地既済」の実績については、年金数理剖ほにて推計した 
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図表3311積立比率  
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柱 太線は実績（実績推計）、細線は再．汁算結果に平成16年改正後の国庫・公経済負担引上げを反映した加上値   

である。  
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図表3－3－12 積立比率  
巨隼金   【可共済十聴持済  

咽‖  隼便   哲＋≡ 愕簾l。。モモ②（しiJ′r写乱 鑑   
、l′成  宮、  

15  5．5  10．2  

［5．2］ ［6．6］  6．8 ［△0，2］ L△2．7］   ［10．0］  
5．3   9．9   

禎、一差比率  ［5．2］［6．4］ 6．5［△0．1］［△1．1］  ［10．0］  
（Y／X）  17  6．2  9，7   9．6（0．2）（l，6）  

［5．2］ ［6．2］ （6．2）［（△0，0）］［（△0．5）］   ［9．9］  （9．6）［（0．3）］［（3．2）］  
十十  5．8   9，7  9．3  （0．4） （3．8）  

［5．2］ ［6．2］ （5．9）［（0．3）］［（5．3）］   ［10．3］  （9．3）［（0．9）］［（10．2）］  
平成   兆†】」    兆F【】    兆l】j    兆い］  億lリ     億rI】    億lり  舛，  

25，2   26．4   25．7  0．7    2．8   45，097  
26．1   27．3   26．5  0．8    3．0   46，961  

（0・7）（2・8）   47・968（芸≡温（△484） （△1・0）  

26・4 27・8 ぷ：壬）  

27・0 28・2（≡冒：去）（0・3）（1・1）   49・119（≡呂ぷ…）（△77：う） （△1・6）   

F     兆F」    兆r】  ポ，   佃Fl    億】」    億「】  ゾ，  

137．7   461，405  
［132．1］［174．1】174．1 ［0．0］ ［0．0］  ［452，706］  

前隼煙来                                                    137．4   465，235   
柑、1二金   

（Y）  

17  

ほ   163．9   475，662  465，226（10，323） （2．2）  
［140．3］［174．5］（t64．0）［（10．5）］［（6．4）］  ［504，635］（465，339）［（39，296）］［（8，4）］   

隼洩   国典済   地共済  
ユ∫l【」  美観  

再計算    策     割合   
差繰      軋汁算    耳モ    割合  

0〕  （n  ②    q〕②：頂卜吃）′′な）   
十戒   ％   ％  

7．0   11，4  

［7．1］   ［11．2］  
7．2   10．9  

碩☆比や  ［73］   ［109］   

（Y／X）  17  7．4  7．5 （△0．2）（△2．1）   10．5  10．2  （0．3） （2．7）  
け．5］  （7．5）［（△0．0）］［（△0．4）］   ［10．7］ （10．3）［（0．4）］［（4．こ用  

1B  7．t  7．1（△0．1）（△l．5）   10．6   （10．0） （0．5） （5．5）  
［7．4］  （7．2）［（0．2）］［（3．1）］   ［11，2］ （10．0）［（1．2）1［（12．2）］  

、1勺∫父   億円     億lリ     億rl」  ％、   億lり     儀一リ     億P】  瑳，  

12，33ノ1   32，76：i  
1㌫‖8   34，843  

11・822（‡壬；冒呂壬）（231）（2▲0）   36・147（≡喜：冒芸…）（△715） （△1・9）  

12・376（‡雲；‡冒芸）（242） （2・0）   
36・743 ぷ器（△1－O15） （△2▲7）   

億一丁】    憶Fリ     憶l【j      ％  儀一l】   椿lり    胤－j    lブイ，  
86，747   374，658  

［86，986］   ［365，720］  

前隼度来  86，938   378，297   
碩立金   ［88，175］   ［379，605］   

17  
（Y）  87，175 舌3諾 う．？議  ［三≡2ぷ冒］377・886 ［［  

18  87，580  87，175  （374） （0．4）  388，082  378，051（9，949） （2．6）  
［91，690］（87，206）［（4，484）］［（5．1）］  ［412，945］（378，133）［（34，812）］［（9．2）］   

隼遁   私乍八済   国代年令  
境目  

讐   ≦ 西島算l功竺② 爪音㌫／②  欄；実習計喜 再墓場lの竺② 頼〕＃鼠 ′②   
ヤ威   十十   ％  

10．7   4．8  

［10．8］   ［4，6］ ［5．5］  5．3  ［0．3］ ［5．0］  
10．5   4．7  

庸けけと率  ［10．6］   ［46］ ［56］  49  ［07］ ［143］   
（ヽ7／X）  17  10．3  10，3 （△0．1）（△0．5）  4．3  4，6  

［10．6］ （10．3）［（0．3）］［（2．5）］  ［4．3］ ［5．2］ （4．6）［（0．5）］［（11．6）］  
18  10．3  10．1 （0．2） （1．6）  3．8  4．1  

［10．8］ （10．1）［（0．6）］［（6，4）］  ［4．0］ ［5．0］ （4．2）［（0．8）］［（17，8）］  
平成   憶rl」  †1封r】    億円  （〆，  兆lリ    兆一丁」    兆IL】   JE円  

2，936   2．1   2．1  2．2  △0．1 △4．8  
3，033   2．1   2．1  2，3  ／＼0，2  △8．9  

3，125（三ぷ≡）（27）（0・9）  2・3 2▲3 （…二三）（△0・i）（△4・4）  

3，226（器）（こi7）（－・2）  2・4 2・4 （≡：呂）（△0・1）（△5・8）   

侭l」】    億円     倍ド」     ％  兆巨    兆円     兆「「     兆lり     （宮】  
31，368   9．9  

［3l，625］   ［9．5」［11．4］ 11．4  ［0．0］ ［0．0］  

nいlリ狂人  31，802   9．9   
禎、7命   ［：i2，242］   し9．7」［11．7］  ‖．3  ［0．5］ ［4．0］   

17  
（Y）  

9．7  
［］31，988［1［   L9．7」［11．7］11．0［0．7］［6．7］  

l＼  33，180  32，263  （907） （2．8）  9．2  10．8  

［34，730］（32，273）［（2，456）］［（7．6）］  ［9．7］［12．0」 （10．8）［（1．2）］［（11．0）］   
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膵1［］内は、時価ヘースである。  

汁2 厚′L勺命、l机甘祈念の実絹灘漕については、川詐術説ー仲′ト勺金の′夫禎推計の碩を参照せこと。  

往こ！再計算の判戊L7年度以降の（）内♂）数恨ト上 兼礎隼金拠州金に依る【玉‖距・公経済負机に／凡、て、恒戊16年政【ト後〟）づ卜げ分を反映L√－  

加Ⅰ値で渉）り、勺‘企数理挑会にて推計Lた。  

デ‡4 総合費川とは「実簡約な支出【刷＊・土！鮮済負f‖げ）ことで、格☆比率の簡甘臣凋用尺れる（  

け5「国共漬十地共瀦の′表紙については、隼金敷理湘会にて推計Lた 
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4 積立金の実績と将来見通しとの奉離の分析   

本節では、被用者年金について、平成18年度末の積立金の「実績」が「将来見通し」   

と帝離した要因を分析する。積、‘た金はそれから生ずる運用収入が活用され、また、平   

成16年の改正後は、その取り崩しにより、将来世代の保険料の負担を軽減する役割を   

担うもので、実績と財政計画卜の将来見通しとの解離は、将来世代の負担の軽減度合   

いを変え、年金財政に影響を与一える可能性がある。ただし、例えば積立金が将来見通   

しを下回っても、支出等も同じように下回る結果、給付と負担の見直しが必要でない  

場合も考えられるので、将来見通しと差があれば、そのすべてが年金財政に影響を与   

えるというわけでは必ずしもない。  

公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金L昇平に応じて増減するこ   

とから、運用利回りを財政計画ヒのものと比べる際は、運用利回りが名目賃金卜昇率   

を上回る分で比較することが適、l］であると思われる汗・1。、運用利回りが名目賃金上昇率   

を上回る分のことを以下「実質的な運用利回り」、また、元の運用利回りの方は対比の   

意味で「名目運用利回り」ということにする。このとき川いる名目賃金上昇率は、年   

金額に連動するものという意味で、年齢構成等の変動による影響を除去した後の一人   

当たり標準報酬額の増減率を用いる。   

積立金は毎年度の収支残の累稲であり、人口要素汗2、経済要素往2など収支を左右す   

る要素はすべて積立金の水準に影響を与える。そのため、積立金の実績が将来見通し   

と蔀離する要医＝ま多岐にわたることになる。以下では、運用利回りが人口要素と無関  

係で経済要素のみに左イイされるものであること、人し」要素はもっばら運用収入以外の   

収支残に影響するものであることに着目して、積立金の蔀離をまず、  

○運用利回りが見通しと異なったことで発生した帝離  

○運用収入以外の収支残が見通しと異なったことで発生した帝離   

に大別して、帝離が生じた要因を探っていくことにする。  

柱1 実質的な運用利回り＝（1＋名【1運用利回り）／（1＋㌢，目賃金L昇率）1  

用語解説 りミ質的な運≠悌」回り」（7）項を参照のこと。  

注2 人Ll要素には将来人L」、死Lノ幸i、被保険者数見通し、失権率、脱退率などがある。経済要素は  

i三にダーF］賃金上片ゃ、物イ軋1二昇率、名廿運川利［司りである「－   

なお、共済各制度の積立金や運用収入の実績には簿価ベース及び時価ベースがある  

が、両者について木節及び次節の乗離分析を行った。この際、本来簿価、時価別の概  

ー1：う1   
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念のない運用収入以外の収支残のベースを両者で合わせるため、本節及び次節におい  

ては、簿価ベースの運用収入には正味運用収入注を用いることとした。  

注 本報告における共済制度の正味運用収入とは、決算上の運用収入（簿価ベース）から有価証券売  

却損等の費用を減じた収益額である。   

私学共済は、平成18年度に固定資産についての損益外減損処理を行っているが、本  

市離分析上は当該処理は年度末において一括処理したものとしている。   

また、前述のとおり、平成16年の制度改正後に行われた平成17年度以降の基礎年  

金の国庫・公経済負担の引上げは、平成16年財政再計算における「将来見通し」に反  

映されていないため、そのことによって生じた帝離をあらかじめ除去する方法として、  

比較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」にこの引上げ分を  

反映し、加工したものを平成18年度の実績と比較している。以下この節と次節におい  

て、特に断らない場合、「将来見通し」はこの国庫・公経済負担の引上げの反映後のも  

のを指すものとする。加工の方法の詳細については章末の補遺1を参照のこと。  

（1）平成18年度の実質的な運用利回り   

実質的な運用利回りの動向は、図表3－4－1のとおりである。平成18年度の実質的な  

運用利回りは、各制度において財政計画上のものを上回った。厚生年金では実績3．09％  

で将来見通し0．21％を2．88ポイント、国共済は実績3．05％［時価ベース：2．82％］で  

将来見通し0．3％を2．76ポイント［同：2．53ポイント］、地共済は実績4．89％［時価ベ  

ース：4．23％］で将来見通し0．3％を4．60ポイント［同：3．93ポイント］、私学共済は  

実績4．62％［時価ベース：4．93％］で将来見通し0．3％を4．32ポイント［同：4．64ポイ  

ント］それぞれ上回った。  

－132 －   



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－1名目運用利回り、実質的な運用利回り  

実績と平成16年財政再計算における見通し  

rヌニ分  年度   厚生年金l   国共済   地共済   l  私学共済  

く†勺茂  りご， （冥， （パ， （滝 （舛， ％  
実績   

名目運H挿」し旦】り   

15  ［4．り1］2．68［3．84］1．81［4．83］2．00［2．61］   
16   ［2．7ニう］  2．35 ［2．65］ 1．98 ［3．23］ 1．79 ［3．35］   
17   ［6．り2］ 2．1：i ［5．36］ 3．59 ［8．4∠1］ 4．16 ［5．78］  

［3．10］  こう．02 ［2．79］ 4．02 ［3．36］ 3．76 ［4．07］  
名目賃金1二昇率   

15  △ 0．」7  △1．55  △ 0．88  0．2′1   

16   △ 0∴jO  △ ∩．39  △ 0．73  △1．09   

△ 0．17  0．19  0．19  △ 0．70  

18  0．1）1  △ 0．03  △ 0．83  △ 0．82  
実質的な運用利回り   

15  ［5．19］ 4．30 ［5．47］ 2．71 ［5．76］ 1．76 ［2．36］   
16   ［2．朋］ 2．75 ［3．05］ 2．73 ［3．99］ 2．91 ［4．49］   
17   ［7．（〕叫  2．24 ［5．16］ 3．39 ［8．23］ 1．89 ［6．53］   
1H   ［3．り9］ ：ミ．05 ［2．82］ 4．89 ［4．23］ 4．62 ［1．93］   

平成16年財政再計算卜の前提  

（財政計画上のもの）   

ダー目連用利Lロ」り   

15   1．リ9   

16   1．（う9  l，5   

17   1．11  1．6  1．6  1．6  

18  2．21  2∴う  2．3  2．3  
名目賃金上昇率   

15  什0   

16   0．6  0．6   

17   1．3  1．3  1．3  1．3  

18  2．0  2．0  2．0  2．0  
実質的な遵川利回り   

15  1．（）9   

16   1．08  0．89   

17   0．う0  0．3  0．3  0．3   

18   0．21  0．3  0．3  0．3   

ほ1キ′，廿甘企上汁ヰは、隼齢構成〝）変動に上る影響を除いた上汁率であるし、、†i成15隼度は、賞㌧を含まない。  

往2‘美質的な連川本」回りとは、  

（1」辛】「1越川利【‖川）／（1＋㌢．し】賃金十日率）1であるrJ  

注：う［］内は、畔価／ミーースである． 

け」㍉厚′ト隼金の財政．汁l面上の名‖運川利回りほ、しⅠ上越川分の利回りの前提に財投預託分の運用利し【りりを  

勘案して．設定した数伯である√、  
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（2）平成18年度末の積立金   

最初に平成18年度末の積立金の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－4－2のとおりで、各制度いずれも簿価ベースでも時価ベースでも実績が将来見通し  

を上回っており、蔀離の割合は、簿価ベースでは国共済が1％未満、地共済と私学共  

済が3～4％台であるが、時価ベースでは、厚生年金を含め各制度とも5～10％程度と  

なっている。なお、以下この節と次節において、厚生年金の実績は「実績推計」であ  

る。  

図表3－4－2 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離状況   

兆「上J 億F■j 億円 億Il】 億円  

⊥■U●U」  
， 

rr  

， 

rr  

， r「  平成1昨度末積、t金実績  

将来見通し  

釆離（＝実績将来見通し）  

． 

［512，409］ ［92，162］  

161．1   468，829  87，508   

［420，246］ ［35，563］  

381，321  32，825  
15，750  1，009  

［38，925］  ［2，738］  

4．1  3．1   

［10．2］  ［8．3］  

16，379  630  
［43，579］  ［4，654］  

3．5  0．7   

［9．3］  ［5．3］  

［12．5］  

［7．8］  帝離の割合（実績／将来見通し－1）（％）  

［1内は、時価ペースである。  
厚隼年金の積立金の′実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた「実績推計」である。  
将来見通しは、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、、ドJ戊16年改1仁後の引上げ分を反映した加】二伯であり、年金数理部会にて推計した。  

「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  

注  
注  

注  
注  

（3）帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度末の積立金の実績が平成16年財政再計算における将来見通しと乗離し  

た要因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注l。  

○平成16年度末の積立金が将来見通しと異なったこと柱2  

0平成17～18年度の「運用収入以外の収支残」注3が将来見通しと異なったこと  

○平成17～18年度の名目運用利回りが将来見通しと異なったこと   

注1 各要因が平成18年度末の積立金の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺2参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺2で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成16年度以前の帝  

離の寄与の内訳までは遡らなかった。   

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。  

なお、今回の帝離分析は、平成18年度末積立金に関するものなので、平成17年度  

以前発生の帝離要因であっても、当該要因発生年度時点での積立金への影響にそれ以  

降平成18年度までの利息が加わった元利合計が今回の分析における帝離寄与分とな  
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ることから、前年報告（平成17年度末積立金の乗離分析）とは、同じ要因でも数値が異  

なることに注意が必要である。また、「運用収入以外の収支残」のように帝離要因が発  

生した年度においては簿価ベースと時価ベースとで金額的な差異の無い要因であって  

も、要因発生年度以降平成18年度までの利息が加わることとなるので、名目運用利回  

りが簿価ベースと時価ベースで異なる分、その要因の平成18年度末積立金への範離寄  

与分に差異が生じることにも注意が必要である。  

（4）市離分析の結果  

（帝離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生）   

図表34－3は、後述する詳細な蔀離分析の結果のうち、積立金の帝離の主な要因と  

して、平成17、18年度の名目連用利回りと、それ以外の要因にまとめたものである。  

平成18年度末積立金の実績が平成16年財政再計算における将来見通しを上回った乗  

離の大部分は、各制度とも名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生し  

たものであることがわかる。  

図表3－43 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの禾離に対する主な要因の寄与分  

将来兄適しとれ紅離び）発′巨要川     厚牛隼企  【に】托i斉十他姓析  回兵済   地共済   私学共済   

十＼＋  隼末梢宣金〃）将来見通しと  Jト  †  †lト】  1芯てj  樟ぎ  ー封J  億ト】」  位F三  位ト   
〃）【1      L125   1h・i7（j  Lく1■！57射     6√川  【4（i5ご1 1571（） ′う89251  1009  ［27ニ弓R］   
ダ∫‖う‘   川争」  ［りり   バ．7  15，‘川ぐう ［：廿1：弼1   1，：うこ川  L二う，702〕  11，15（う  こ川，…iJ   l，：iOH  ［1，湘刷   

名L】王   川利  ・†り以外   し：与．H」  榊：う  」tトト12－  へ7（）0  952」   1，5胴  ［H，∫1日9」  ′′「＼：州0  仙  

㌢】‖笛 i   令仁与十率以外の経済   L′′へ り．Hl △】∴拙う し′1，l冊  △：う25 liへ：う2∠11 △1．1醐L△l，165」  △1こう5  し⊥l：う5  
要素（i    f掲）  

（）．2」  で、∴h52  L△65：り   ▲へ2糾） t△2H（り   ∠へ∴う72 ［△こう72」  人【l要素1年（再1も）  59  う勘   

18′呈  

1（州  川（）」  lt）0  【＝州1  100  L10（）  1日）  r川0」   
〃）†   

名ト    ＝lり  （）5  「7日  211  机）】  別）  「7射  1：川  72   

ヤー【】    川仲川りり以外  ：川］  〕  「22    ∧111  ［2（）］  川  ［22］  ′へ30  し2H」  

名11賃  へ7」  
こ′ゝ‡）   ▲′＜∴ミ  △52  こ∠′つ、7】  △7  ′1∴り   △】：う  し′＼ゝ5  

要素（†  

人＝要素等（再掲）  i2」  へ、√′1   L△1」  ノヘ15  L∠二fi  ′＼2  L△1  6  ［2］   

／i   ＝、」〔上、LL用ぃ＼－ぺごrを〉く〕   

これを発生年度別に見ると、平成17年度の名目運用利回りの差による帝離の方が平  

成18年度のそれの帝離分より大きく、特に時価ベースではそれが顕著であることがわ  

かる。（図表34－4）  

（「運用収入以外の収支残」の寄与がマイナスであることには留意が必要）   

「運用収入以外の収支残」が将来見通しと異なったことの寄与が、平成18年度の厚  

生年金を除き各制度ともマイナス（平成18年度末積立金を減らす方向に作用）となっ  
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ていることには留意する必要がある。この要因としては、制度によっては、被保険者  

数が将来見通しよりも少ないといった人口要素も考えられ、人口要素については、将  

来見通しと乗離した場合、ただちに将来見通しの水準にまで復帰するとは考えにくく、  

この帝離は今後も続き、財政にマイナスの影響を与え続けることになる可能性がある  

ためである。  

図表3－4－4 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

和栗見通しとの諏離の発生安値  ノ早年年金l   国共済十地共済  l  国共済  
l  地共済  l  私学共済   

18年度末積立金の将来見通しとの釆離  兆ItJ  億円  値r－】  億rI］  値rI】  イ針】」  億円  億l】  憶＝   

（再掲 実績一博来見通し）  ［12．5］ 16．379   L43．579］  630  ［4、654］ 15．750  ［38．925」  1．009  ［2．738］   

16年度末積立金  ［4．2］  2，795  ［11．341］  △149   Ll．503］  2．945  ［9，838］  124  ［1．201］   

17年度  （発生要因の寄り▲分計）  L6▲7］  7，938  ［29，249］  534  ［3，105］  7，404  ［犯143］  817  ［1，356］  

名目運用利回り   ［7．4］  8，457  ［29，765］  720  ［3，290］  7，737  ［26，471］  845  ［1：う85］  

運用収入以外の収支残   ［△0．8］  △519  ［△516］  △186  ［△185］  △33こう  ［△331］  △29  ［△29］   

18年度  （発生要因の寄与分計）  ［1．7］  5，645   比990］  245  ［46］  5，401  ［2，胴3」  68  ［1椚〕  

名目運用利回り   ［1．3］  7，029  ［4，373］  610  ［412］  6，419  ［3961］  46こi   ［576］  

運用収入以外の収支残   ［0．4］ △1，383 ［△1，383］  △365  ［△365］ △1，018 ［△1018］  △10  ［△40］  

☆損益外減損処理   △355  ［△355］   

18年度末積立金の将来見通しとの釆離を100  ％J  パ）  ％〕  ％  ¶，  舛〕  翫，  宮】  
とした構成比  

％  

［100］  100  ［100］   100  ［100］  100  ［100］  100  ［100］   

16年度末積立金  
［33］  17  ［26］  △24  ［32］  19  L25］  12  ［44］   

17年度  （発生要偶の寄与分計）  ［53］  48  ［67」  85  ［67］  47  ［67」  81  ［50］  

名目運用利回り   
［59］  52  ［68］ 1144 【71］  49  ［68］  84  ［51］  

運用収入以外の収支残   ［△6］ △3 ［△1］△30 ［△4］ △2  L△1］ △3 ［△l］  

18年度  （発生要因の寄与分計）  ［14］  ［34］  ［7］  39  ［1］  34  ［8］  7  ［7］  

名目運用利回り   
［11］ ［43］ ［10］ 97 ［9］ II ［10］ 46 ［21］  

運用収入以外の収支残  ［3］［△8］［△：り △58  L△8］ △6 ［△：i］ △4 ［△1J  

☆損益外減税処理   △35［△13］  
往 ［］内は、時価ベースである。  

（実質的な運用利回りが将来見通しと異なることによる寄与はプラス）   

鳩目運用利回りが将来見通しと異なること」の寄与分をさらに、   

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

○被用者年金全体の名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分（実質的  

な運用利回りは将来見通しどおり）  

に分けた。また、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なること」の寄与分につい  

ても、   

○名目賃金上昇率江1が将来見通しと異なったことの寄与分   

○名目賃金上昇率以外の経済要素江2が将来見通しと異なったことの寄与分   

○人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注3 
。  
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注1再評価率表の改定幅（隼金額び）賃／金スライド）を規定する基礎となる仝被用者牛金でみた1人  

、Fうたり名目賃金上昇率である（〕  

柱21）保険料収入に直接影響する、1絹亥制度の1人さ当たり才，日貨金上昇率と、全被用者年金でみた1   

人＼lうたり名目賃金上昇率との差、2）毎年の年金改定率（物価スライド率等）と全被用者年金でみ   

た1人当］たり名目賃金上汁ヰとの着、の2つからなる。なお、運用収入以外の収支残に実質的な運   

f桐り回りは影響しない（〕  

柱3 計算方法の詳細は草木の補遺2参照のこと〔）  
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図表3－4【5 「平成18年度末積立金の実績と  
平成16年財政再計算における将来見通しとの乗離状況」  
における分析の流れ   

結果は次の図表3≠4－6のとおりである。この要因分解の結果によると、  

1）名目賃金上昇率が平成16年財政再計算における将来見通しと異なったことの寄   

与は、マイナス（平成18年度末積立金を減らす方向に作用）であったこと  

2）財政比較の上で意味のある実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄   

与は、プラス（平成18年度末積立金を増す方向に作用）であったこと  

3）名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与がプラスとなっているのは、   

2）のプラスが1）のマイナスより大きかったためであること  

4）名目賃金上昇率以外の経済要素が将来見通しと異なったことの寄与はすべての制   

度でマイナスであり、平成18年度の厚生年金を除いて運用収入以外の収支残が将来   

見通しと異なったことによる帝離の大きな要因となっていること。また、平成18年   

度の厚生年金の運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与がプラス  
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となっているのは、人口要素等のプラスの寄与が経済要素のマイナスの寄与より大   

きかったためであること  

などがわかる。  

なお、各制度とも名目賃金上昇率以外の経済要素が異なったことによる寄与がマイナ  

スなのは、名目賃金上昇率に対する年金改定率の比が将来見通しより大きかったこと  

による影響が大きいと考えられる。  

図表3－4－6 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通L上山柘鞘－ノ）発′仁要L上1  J侶斗巨余l い川済I地八済 l  
欄jしこi斉  1  他拉済  軋′－〃誹   

】〔ト  1」  イ酎  †8【」  億i （ひ・  †r  

耳18年度末積立金の将来見通しとの帯紙  
伯  1  

［12．5］  16，3了9 ［43．579］  630  ［4，654］  15，750 ［38．925］   1．009  ［2．738］   

〔〕二）16年度末積立金の帝離分  ［4．2］  2，795  ［11．341］   △119  ［1．503］  2，945  ［9．838］  124  ［1201］   

（17年廣に係る発生要因の寄与分計）  ［6．7］  7，938  ［29．249］  534  ［3．105］  7．404  ［26．143］  817  ［1．356］   

②名目運用利回り  ［ナ4］  8，45了 ［29．765］  720  ［3，290］  7．737 ［26．474］  845  ［1．385］  

実質的な蓮川木川・r】り  リ．H  l1，1り巳  ：1（i∴う7：う  1，リ55   1，5ココ  1う117  ：ミ1．H51」  L∴ミ（）1  1．ト＝さう  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（5）「実質」でみた財政状況   

図表3－4－6からもわかるとおり、平成18年度末積立金の実績が平成16年財政再計  

算における将来見通しを上回ったのは、名目運用利回りが将来見通しを上回ったこと  

による影響が大きい。公的年金では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇  

率に応じて増減する拝ことから、積立金が名目賃金上昇率の差によって予測から帝離し  

ても、実質賃金上昇率等が変わらなければ長期的には概ね財政的に影響はないと考え  

られる。   

そこで、平成18年度末積立金における乗離について、財政的にあまり影響がないと  

考えられる部分である「名目賃金上昇率が見通しと帝離したことの寄与分」を除いて、  

実質ベースでの帝離状況をみることとする。すなわち、将来見通しにおいて名目賃金  

上昇率の実績との違いを除いた場合の積立金の推計値と実績の積立金との乗離につい  

て、名目賃金上昇率以外の3要因でみると、図表3－4－7のようになる。各制度とも、  

実質的な運用利回りが将来見通しを上回ったことの寄与は、概ね大きくプラスとなっ  

ている。さらに、それ以外の2つの要因の寄与も加えた合計でみると、例えば厚生年  

金では実質的な運用利回りによる14．5兆円のプラスが、その他の要因合計のマイナス  

0．6兆円を大きく上回り、平成16年度末の積立金の差異による4．2兆円を合わせ18．1  

兆円のプラスとなるなど、各制度とも財政影響はプラスとなっている。これは、年金  

財政の観点から見れば、実績の方が将来見通しよりも良い方向に推移していることを  

意味している。  

往 年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響については、章末の補遺5参照のこと。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表347、n或18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの市離に対し、実質的な運用利回りや  
人［」要素等が将来見通しと異なったこと等が  

（図表3－4－6の一部を再掲）  
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第3章◆平成噸  
図表3－4－8 平成18年度末積立金の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況  
【将来見通しを基準（＝100）にして表示】   

①   ：年度末積立金が将来見通しと異なったことの寄与分   

②，④ ＝名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  
骨   ：実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

暮   ：名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分   

③，⑤  ニ運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分  

私学共済☆：損益外減損処理（年度末一括処理）   

注 「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分」について、さらに分離することに関  
してはここでは省略している。  

110  
O「実績」と「名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値」の差が、  
実質ベースの帝離を示す。  
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